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(57)【要約】
【課題】外管品質などの問題発生を回避しながら、ケー
スの薄肉化を図ることにより、小型・軽量・低コストの
要望に応えることができるパック電池およびその製造方
法を提供する
【解決手段】パック電池１は、上ケース２０および下ケ
ース２１で構成される外装体を有する。上ケース２０お
よび下ケース２１の組み合わせを以って構成される外装
体の内部空間には、２つの素電池１１，１２および回路
基板３０を備えるコアパック１０が収納されている。回
路基板１３には、外部コネクタ１４が接続されており、
外部コネクタ１４は、上ケース２０および下ケース２１
から構成される外装体の外部へと延出されている。上ケ
ース２０は、ＰＣシートが熱成形されてなるものであり
、下ケース２１は、インジェクション成形されてなるも
のである。上ケース２０と下ケース２１とは、互いの側
壁に設けられた係止爪と係止孔により係止されている。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　素電池と、当該素電池を内部空間に収納するケースとを備えるパック電池であって、
　前記ケースの構成の少なくとも一部は、熱可塑性の樹脂シートが熱成形されてなる
　ことを特徴とするパック電池。
【請求項２】
　前記ケースは、第１ケースと第２ケースとの組み合わせを以って構成されており、
　前記ケースにおいて、熱可塑性の樹脂シートが熱成形されてなるのは、前記第１ケース
および前記第２ケースの少なくとも一方である
　ことを特徴とする請求項１に記載のパック電池。
【請求項３】
　前記第１ケースおよび第２ケースの少なくとも一方であって、前記樹脂シートが熱成形
されてなるケースは、浅皿形状を有する
　ことを特徴とする請求項２に記載のパック電池。
【請求項４】
　前記樹脂シートが熱成形されることにより構成されるケースは、前記第１ケースであっ
て、
　前記第２ケースは、樹脂材料を用い、インジェクション成形により形成されている
　ことを特徴とする請求項２または請求項３に記載のパック電池。
【請求項５】
　前記第２ケースも、浅皿形状を有し、
　前記第２ケースの側壁には、壁面に交差する方向に突設された係止爪が形成されており
、
　前記第１ケースの側壁には、前記第２ケースの側壁に形成された係止爪に対応する係止
孔が形成されており、
　前記第１ケースと前記第２ケースとは、互いの側壁の壁面同士が接し、且つ、前記係止
爪と前記係止孔との係止により嵌合されている
　ことを特徴とする請求項４に記載のパック電池。
【請求項６】
　前記ケースは、第１ケース部と第２ケース部とが、互いの一側壁同士が連結された状態
で一体成型され構成されており、
　前記ケースの構成全体が、熱可塑性の樹脂シートが熱成形されてなる
　ことを特徴とする請求項１に記載のパック電池。
【請求項７】
　前記第１ケース部および前記第２ケース部の少なくとも一方は、浅皿形状を有する
　ことを特徴とする請求項６に記載のパック電池。
【請求項８】
　前記樹脂シートは、ポリカーボネート製のシートである
　ことを特徴とする請求項１から請求項７の何れかに記載のパック電池。
【請求項９】
　内部に空間を有するケースを準備する工程と、
　前記ケースの内部空間に素電池を収納する工程と、
を備え、
　前記ケースを準備する工程では、熱可塑性の樹脂シートを熱成形することにより、前記
ケースの構成の少なくとも一部を形成する
　ことを特徴とするパック電池の製造方法。
【請求項１０】
　前記ケースを準備する工程は、第１ケースを準備するサブ工程と、第２ケースを準備す
るサブ工程とを備え、
　前記素電池を収納する空間は、前記第１ケースと前記第２ケースとの組み合わせを以っ
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て構成され、
　前記ケースを準備する工程において、前記熱可塑性の樹脂シートを熱成形することによ
り構成するのは、前記第１ケースである
　ことを特徴とする請求項９に記載のパック電池の製造方法。
【請求項１１】
　前記ケースを準備する工程では、第１ケース部と第２ケース部とが、互いの一側壁同士
が連結された状態で一体成型され構成された前記ケースを準備し、
　前記ケースの構成全体を、熱可塑性の樹脂シートを熱成形することで形成する
　ことを特徴とする請求項９に記載のパック電池の製造方法。
【請求項１２】
　前記ケースを準備する工程では、前記樹脂シートとして、ポリカーボネート製のシート
を用いる
　ことを特徴とする請求項９から請求項１１の何れかに記載のパック電池の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、パック電池とその製造方法に関し、特に外装を構成するケースの構造に関す
る。
【背景技術】
【０００２】
　パック電池は、携帯電話機やＰＤＡ（Ｐｅｒｓｏｎａｌ　Ｄｉｇｉｔａｌ　Ａｓｓｉｓ
ｔａｎｃｅ）やタブレット型ＰＣ（パーソナルコンピュータ）などの電源として広く使わ
れている。
　パック電池は、例えば、１または複数の素電池が、上下２つのケースにより構成される
空間に収納された構成となっている。２つのケースは、各々が浅皿形状をしており、開口
端縁同士を突き合わせ、接合することで内部に収納空間を構成する。
【０００３】
　従来技術に係るパック電池においては、外装を構成するケースについて、熱可塑性の樹
脂材料を加熱し、当該状態で成形型に射出する、所謂、インジェクション成形により形成
されている。
　このように、パック電池は、素電池を樹脂材料などからなるケース内に収納することで
、落下などに起因する衝撃から素電池の保護が図られている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００９－３０１９３１号公報
【特許文献２】特開２０１０－２６２７５７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、近年のパック電池に対する小型・軽量・低コストの要望に対し、インジ
ェクション成形により形成されるケースを備えた従来技術に係るパック電池では、十分に
応えられなくなってきている。即ち、インジェクション成形によりケースを形成する場合
には、０．８～１．０ｍｍ程度までの薄肉化が限界となる。仮に、インジェクション成形
において更なる薄肉化を図ろうとすると、樹脂流れ不良などの外観品質といった問題が顕
在化する可能性が高くなる。
【０００６】
　本発明は、上記問題の解決を図ろうとなされたものであって、外管品質などの問題発生
を回避しながら、ケースの薄肉化を図ることにより、小型・軽量・低コストの要望に応え
ることができるパック電池およびその製造方法を提供することを目的とする。



(4) JP 2013-101902 A 2013.5.23

10

20

30

40

50

【課題を解決するための手段】
【０００７】
　そこで、本発明に係るパック電池は、素電池と、当該素電池を内部空間に収納するケー
スとを備える。そして、本発明に係るパック電池では、ケースの構成の少なくとも一部が
、熱可塑性の樹脂シートが熱成形されてなる、ことを特徴とする。
　また、本発明に係るパック電池の製造方法は、内部に空間を有するケースを準備する工
程と、ケースの内部空間に素電池を収納する工程と、を備える。そして、本発明に係るパ
ック電池の製造方法では、ケースを準備する工程において、熱可塑性の樹脂シートを熱成
形することにより、ケースの構成の少なくとも一部を形成する、ことを特徴とする。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明に係るパック電池では、ケースの構成の少なくとも一部が、熱可塑性の樹脂シー
トが熱成形されてなる、という構成を採用する。このため、インジェクション成形による
ケースを備える従来技術に係るパック電池に比べて、樹脂シートが熱成形されてなる構成
を少なくとも一部に含むケースを採用した分だけ、ケースの薄肉化・軽量化を図ることが
できる。そして、本発明に係るパック電池では樹脂シートを熱成形したケースを採用する
ので、薄肉化・軽量化を図りながら、インジェクション成形で問題となる樹脂流れ不良な
どに起因する外観品質の問題を生じることがない。
【０００９】
　また、本発明に係るパック電池では、上記のような構成を採用することにより、ケース
の薄肉化を図ることができるので、材料比の削減および歩留まりの向上に伴う製造コスト
の削減を図ることができる。
　従って、本発明に係るパック電池では、外管品質などの問題発生を回避しながら、ケー
スの薄肉化を図ることにより、小型・軽量・低コストの要望に応えることができる。
【００１０】
　本発明に係るパック電池では、例えば、次のようなバリエーションの構成を採用するこ
とができる。
　本発明に係るパック電池では、上記構成において、ケースが第１ケースと第２ケースと
の組み合わせを以って構成されており、ケースにおいて、熱可塑性の樹脂シートが熱成形
されてなるのが、第１ケースおよび第２ケースの少なくとも一方である、という構成を採
用することができる。これにより、第１ケースおよび第２ケースの少なくとも一方を、熱
可塑性の樹脂シートを用い熱成形して形成する分だけ、製造コストの削減、および小型・
軽量化に効果を有する。
【００１１】
　本発明に係るパック電池では、上記構成において、第１ケースおよび第２ケースの少な
くとも一方であって、樹脂シートが熱成形されてなるケースが、浅皿形状を有する、とい
う構成を採用することもできる。これにより、特に携帯電話機やタブレット型ＰＣなどに
用いる扁平な外観形状を有するパック電池を形成するのに好適である。
　本発明に係るパック電池では、上記構成において、第１ケースおよび第２ケースの双方
が、樹脂シートが熱成形されてなるケースとすることについて排除するものではないが、
第２ケースが、樹脂材料を用いインジェクション成形により形成されている、という構成
を採用することもできる。このような構成を採用する場合には、第２ケースを基準に素電
池の取り付けなどにおける高い位置精度を確保することができ、第１ケースを薄肉化・軽
量化することで上記効果を得ることができる。
【００１２】
　本発明に係るパック電池では、上記構成において、第２ケースも浅皿形状を有し、第２
ケースの側壁に、壁面に交差する方向に突設された係止爪が形成されており、第１ケース
の側壁に、第２ケースの側壁に形成された係止爪に対応する係止孔が形成されており、第
１ケースと第２ケースとが、互いの側壁の壁面同士が接し、且つ、係止爪と係止孔との係
止により嵌合されている、という構成を採用することもできる。このように係止爪と係止
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孔との係止により第１ケースと第２ケースとが嵌合される構成を採用する場合には、製造
時における第１ケースと第２ケースとの嵌合に係る製造時の作業を効率化することができ
る。よって、更なる製造コストの削減を図ることが可能となる。
【００１３】
　また、本発明に係るパック電池では、ケースとして、第１ケース部と第２ケース部とが
、互いの一側壁同士が連結された状態で一体成型され構成されてなるものを採用し、ケー
スの構成全体が、熱可塑性の樹脂シートが熱成形されてなる、という構成を採用すること
ができる。このようにケース全体を、熱可塑性の樹脂シートを熱成形して形成することで
、さらなる製造コストの削減、小型・軽量化を図ることが可能となる。また、上記と異な
り、ケースを一つの部材とすることで、部品の管理に係る工数も削減することができる。
【００１４】
　なお、上記において、「第１ケース部」および「第２ケース部」は、各々が一体形成さ
れたケース（外装体）の各一部であることを指している。対して、「第１ケース」および
「第２ケース」は、接合前においては互いに独立した部品であり、互いを接合することで
外装体を構成する、ということを指している。
　本発明に係るパック電池では、上記構成において、第１ケース部および第２ケース部の
少なくとも一方が、浅皿形状を有する、という構成を採用することもできる。これにより
、上記同様、特に携帯電話機やタブレット型ＰＣなどに用いる扁平な外観形状を有するパ
ック電池を形成するのに好適である。
【００１５】
　本発明に係るパック電池では、上記構成において、樹脂シートがポリカーボネート製の
シートである、という構成を採用することができる。このように、樹脂シートとしてポリ
カーボネート製のシートを用いることにより、ケースの薄肉化を図りながら、高い耐衝撃
性を維持することができる。よって、小型・薄肉・低コストの要望に応えながら、高い耐
衝撃性を維持することができる。
【００１６】
　また、本発明に係るパック電池の製造方法では、ケースを準備する工程において、ケー
スの構成の少なくとも一部について、熱可塑性の樹脂シートを熱成形してなるものを準備
するので、インジェクション成形によりケースを形成する従来技術に比べて、樹脂シート
を熱成形してケースを形成する分だけ、ケースの薄肉化・軽量化を図ることができる。そ
して、本発明に係るパック電池の製造方法ではケースにおける上記少なくとも一部の形成
に、樹脂シートを熱成形したケースを採用するので、薄肉化・軽量化を図りながら、イン
ジェクション成形で問題となる樹脂流れ不良などに起因する外観品質の問題を生じること
がない。
【００１７】
　従って、本発明に係るパック電池の製造方法では、外管品質などの問題発生を回避しな
がら、ケースの薄肉化を図ることにより、小型・軽量・低コストの要望に応えることがで
きるパック電池を効率的に製造することができる。
　本発明に係るパック電池の製造方法では、例えば、次のようなバリエーション方法を採
用することもできる。
【００１８】
　本発明に係るパック電池の製造方法では、上記方法において、ケースを準備する工程が
、第１ケースを準備するサブ工程と、第２ケースを準備するサブ工程とを備え、素電池を
収納する空間が、第１ケースと第２ケースとの組み合わせを以って構成されるものとし、
ケースを準備する工程において、熱可塑性の樹脂シートを熱成形することにより構成する
のが、第１ケースである、とすることができる。これにより、少なくとも第１ケースを熱
成形により形成される構成とすることで、ケースの全てをインジェクション成形で形成す
る場合に比べて、製造コストの削減を行うことができ、また、小型・軽量化を図るのに効
果を奏することができる。
【００１９】
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　また、本発明に係るパック電池の製造方法では、上記方法において、ケースを準備する
工程で、第１ケース部と第２ケース部とが、互いの一側壁同士が連結された状態で一体成
型され構成されたケースを準備し、ケースの構成全体を、熱可塑性の樹脂シートを熱成形
することで形成する、とすることができる。これにより、さらなる製造コストの削減を行
うことができるとともに、ケースの薄肉化を図ることで小型・軽量化を図る上で効果を奏
することができる。
【００２０】
　本発明に係るパック電池の製造方法では、上記方法において、ケースを準備する工程で
、樹脂シートとしてポリカーボネート製のシートを用いることもできる。このように、樹
脂シートとしてポリカーボネート製のシートを用いこととした場合、ケースの薄肉化を図
りながら、高い耐衝撃性が維持されたパック電池を効率的に製造することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】本発明の実施の形態１に係るパック電池１の構成を示す模式展開斜視図である。
【図２】（ａ）は、上ケース２０を形成するために準備する樹脂シート２００を示す模式
斜視図であり、（ｂ）は、樹脂シート２００を熱成形することで得られた上ケース中間体
２０１を示す模式斜視図である。
【図３】（ａ）は、パック電池１の製造過程の一工程である、素電池１１に対して絶縁シ
ート１５を貼付した状態を示す模式平面図であり、（ｂ）は、パック電池１の製造過程の
一工程である、素電池１１に対してブレーカ素子１６を取り付けた状態を示す模式平面図
である。
【図４】パック電池１の製造過程の一工程である、２つの素電池１１，１２に対して回路
基板１３を取り付けた状態を示す模式平面図である。
【図５】パック電池１の製造過程の一工程である、上ケース２０の開口端辺２０ｇへ接着
剤を塗布した状態を示す模式斜視図と模式平面図である。
【図６】本発明の実施の形態２に係るパック電池２の構成を示す模式展開斜視図である。
【図７】パック電池２の製造過程のうち、ケース６０でコアパック４０を包装する工程を
示す模式斜視図である。
【図８】（ａ）は、ケース６０の構成を示す模式斜視図であり、（ｂ）は、矢印Ａの側か
ら見た側面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　以下では、本発明を実施するための形態について、図面を用い説明する。なお、以下で
示す具体例は、本発明の構成およびその構成から奏される作用・効果を分かりやすく説明
するために用いる一例であって、本発明は、発明の本質とする構成部分以外について、以
下の具体例に何ら限定を受けるものではない。
　［実施の形態１］
　１．パック電池１の構成
　本発明の実施の形態１に係るパック電池１の構成について、図１を用い説明する。図１
は、パック電池１の構成を示す模式展開斜視図である。
【００２３】
　図１に示すように、パック電池１は、上ケース２０と下ケース２１とで構成される外装
体（ケース）の内部空間に、コアパック１０が収納されてなる。コアパック１０は、２つ
の素電池１１，１２と回路基板１３および外部コネクタ１４とを主な構成要素としている
。素電池１１，１２は、ともに扁平角形の外観形状を有し、Ｘ軸方向左上向きに正極タブ
および負極タブが延出されている。
【００２４】
　素電池１１，１２の各正極タブおよび負極タブは、回路基板１３の導電ランドに接続さ
れている。各素電池１１，１２における正極タブと回路基板１３との間には、ブレーカ素
子が介挿されている（図１では、図示を省略）。
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　外部コネクタ１４は、回路基板１３の導電ランドに接続され、上ケース２０および下ケ
ース２１で構成される外装体からＸ軸方向左上向きに延出されている。
【００２５】
　また、上ケース２０の主壁２０ａの外面（Ｚ軸方向上側の面）には、ラベル３０が貼着
されている。ラベル３０には、図示を省略しているが、使用上の注意やリサイクルに関す
る情報などが記載されている。
　上ケース２０および下ケース２１の各側壁２０ｂ，２０ｃ，・・、２１ｂ～２１ｅには
、互いに係止する係止孔２０ｆと係止爪２１ｆが、それぞれ複数形成されている。なお、
下ケース２１における係止爪２１ｆは、ケース内方に向けて突設されており、下ケース２
１の側壁２１ｂ～２１ｅの内側側面に対して、上ケース２０の側壁２０ｂ～２０ｃ，・・
が当接するようになっている。
【００２６】
　ここで、上ケース２０と下ケース２１との組み付けは、基本的に係止爪２１ｆと係止孔
２０ｆとの係止によりなされるのであるが、本実施の形態では補助的に接着剤による接着
もなされる（図示を省略）。
　２．上ケース２０の形成
　本実施の形態に係るパック電池１の構成中、最も特徴を有する上ケース２０の形成方法
について、図２を用い説明する。
【００２７】
　図２（ａ）に示すように、本実施の形態に係るパック電池１の上ケース２０の形成にお
いては、先ず、熱可塑性の樹脂シート２００を準備する。樹脂シート２００の大きさは、
形成しようとする上ケース２０の主壁２０ａと側壁２０ｂ，２０ｃ，・・とを一体に形成
可能な大きさとする。
　また、樹脂シート２００の構成材料については、熱可塑性を有していればよいが、例え
ば、ポリエチレン（ＰＥ）、ポリプロピレン（ＰＰ）、塩化ビニル（ＰＶＣ）、ポリスチ
レン（ＰＳ）、ポリ（アクリロニトリル・ブタジエン・スチレン）（ＡＢＳ）、ポリメチ
ルメタアクリレート（ＰＭＭＡ）、ポリ（アクリロニトリル・エチレンポリプロピレンゴ
ム・スチレン）（ＡＥＳ）、非晶質ポリエチレンテレフタレート（Ａ－ＰＥＴ）、ポリカ
ーボネート（ＰＣ）、さらには、これらの共重合、ポリマーアロイ、変性樹脂などを採用
することができる。また、ポリサルフォン（ＰＳＦ）、ポリエーテルイミド（ＰＥＩ）、
ポリエーテルケトン（ＰＥＥＫ）などを採用することもできる。
【００２８】
　なお、本実施の形態では、ポリカーボネート（ＰＣ）からなり、厚みが０．１５～０．
５０［ｍｍ］程度、例えば、０．１８［ｍｍ］の樹脂シート２００を準備する。
　次に、樹脂シート２００を加熱して軟化させて熱成形（Ｔｈｅｒｍａｌ　Ｆｏｒｍｉｎ
ｇ）を行い、形成しようとする上ケース２０と略同一の外観形状を有する上ケース中間体
２０１を形成する。この後、上ケース中間体２０１の側壁２０１ｂ～２０１ｅにそれぞれ
複数の係止孔２０ｆを穿孔することで上ケース２０が完成する（図１を参照）。
【００２９】
　ここで、図２（ａ）に示す樹脂シート２００を、図２（ｂ）に示す上ケース中間体２０
１へと加工する際に用いる熱成形については、真空成形、圧空成形、プレス成形、フリー
ブロー成型などがあるが、本実施の形態では、一例として、真空成形を採用している。た
だし、他の成形方法（圧空成形、プレス成形、フリーブロー成型など）を採用することを
排除するものではない。
【００３０】
　真空成形を採用する場合には、図２（ａ）に示す樹脂シート２００を加熱して軟化させ
、当該軟化させた状態の樹脂シート２００を上ケース２０の形状に対応する形状を有する
成形型（図示を省略）に密着させて、冷却する。そして、その後、クランプのための領域
など不要部分をトリミングすることで、図２（ｂ）に示す上ケース中間体２０１を形成す
ることができる。
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【００３１】
　なお、軟化させた樹脂シート２００を成形型に密着させる際には、樹脂シート２００と
成形型との間に空気が残らないようにする（真空状態にする）。
　熱成形により上ケース２０を形成する本実施の形態では、インジェクション成形により
ケースを形成する従来技術に比べ、成形型の製作に要する費用を低減することができ、ま
た、その製作期間も短くすることができる。
【００３２】
　さらに、パック電池におけるケースの場合、インジェクション成形を用いる場合には、
０．８［ｍｍ］程度までしかケース厚みを薄くすることができず、これよりも薄くしよう
とした場合には、樹脂流れ不良などを生じ外観品質の低下や強度の低下を招くことがある
。
　これに対して、本実施の形態のように熱成形により上ケース２０を形成する場合には、
材料の厚みを０．１５［ｍｍ］程度（本実施の形態では、０．１８［ｍｍ］）まで薄くし
ても、インジェクション成形を採用する場合と異なり外観品質および強度などの問題を生
じることがない。
【００３３】
　３．効果
　本実施の形態に係るパック電池１では、上ケース２０が、熱可塑性の樹脂シート２００
が熱成形されてなる、という構成を採用する。このため、インジェクション成形によるケ
ースを備える従来技術に係るパック電池に比べて、上ケース２０の薄肉化・軽量化を図る
ことができる。そして、パック電池１では樹脂シート２００を熱成形した上ケースを採用
するので、薄肉化・軽量化を図りながら、インジェクション成形で問題となる樹脂流れ不
良などに起因する外観品質の問題を生じることがない。
【００３４】
　また、パック電池１では、上記のような構成を採用することにより、上ケース２９の薄
肉化を図ることができるので、材料比の削減および歩留まりの向上に伴う製造コストの削
減を図ることができる。
　従って、本実施の形態に係るパック電池１では、外管品質などの問題発生を回避しなが
ら、上ケース２０の薄肉化を図ることにより、小型・軽量・低コストの要望に応えること
ができる。
【００３５】
　また、パック電池１では、上ケース２０および下ケース２１の両方が浅皿形状を有し、
中に収納される素電池１１，１２についても扁平角形の外観形状を有する者としているの
で、特に携帯電話機やタブレット型ＰＣなどに用いるために必要とされる、扁平な外観形
状とすることができる。
　なお、本実施の形態に係るパック電池１では、下ケース２１についてはインジェクショ
ン成形により形成されてなる、という構成を採用している。これにより、パック電池１の
製造時において、下ケース２１に対し、当該下ケース２１を基準に素電池１１，１２を含
むコアパック１０の取り付けを行うことができ、コアパック１０の収納などに際し位置精
度を確保することができる。
【００３６】
　また、本実施の形態に係るパック電池１では、下ケース２１の側壁２１ｂ～２１ｅの内
面側に、係止爪２１ｆを突設し、上ケース２０の側壁２０ｂ，２０ｃ，・・の外面側に、
下ケース２１の係止爪２１ｆに対応する係止孔２０ｆを形成している。そして、パック電
池１の製造時においては、上ケース２０と下ケース２１とを、互いの側壁２０ｂ，２０ｄ
，・・，２１ｂ～２１ｅの壁面同士が接し、且つ、係止爪２１ｆと係止孔２０ｆとの係止
により嵌合されている、という構成を採用している。このように係止爪２１ｆと係止孔２
０ｆとの係止により上ケース２０と下ケース２１とが嵌合される構成を採用する本実施の
形態に係るパック電池１では、製造時における上ケース２０と下ケース２１との嵌合に係
る製造時の作業を効率化することができ、製造コストの削減を図ることが可能となる。
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【００３７】
　また、パック電池では、ポリカーボネート製の樹脂シート２００を用い、当該樹脂シー
ト２００を熱成形することにより上ケース２０を形成しているので、上ケース２０の薄肉
化を図りながら、高い耐衝撃性を維持することができる。よって、小型化・薄肉化・低コ
スト化の要望に応えながら、高い耐衝撃性を維持することができる。例えば、アイゾット
衝撃強さについて、ポリカーボネート（ＰＣ）は、９３～９８［ｋＪ／ｍ2］であり、２
．９～７．８［ｋＪ／ｍ2］であるポリプロピレン（ＰＰ）、１５～４９［ｋＪ／ｍ2］で
あるポリ（アクリロニトリル・エチレンポリプロピレンゴム・スチレン）（ＡＢＳ）など
と比べても高い値を示す。
【００３８】
　４．製造方法
　本実施の形態に係るパック電池１の製造方法について、図３から図５を用い説明する。
　図３（ａ）に示すように、素電池１１について、Ｘ軸方向の上側辺から延出する正極タ
ブ１１ａおよび負極タブ１１ｂの一部をカットする。そして、素電池１１における外装体
の正極タブ１１ａおよび負極タブ１１ｂが延出する縁部分に、絶縁シート１５を貼付する
。
【００３９】
　次に、図３（ｂ）に示すように、素電池１１の正極タブ１１ａに対し、ブレーカ素子１
６の一方の素子リード１６ｂを接続する。ブレーカ素子１６は、素子本体１６ａに対し、
２つの素子リード１６ｂ，１６ｃが接合されてなる。なお、ブレーカ素子１６の素子本体
１６ａと素子リード１６ｂ，１６ｃの一部は、絶縁シート１５の上に載置される。
　次に、図３（ｂ）に示すのと同一の形態で、素電池１２にも絶縁シート１５およびブレ
ーカ素子１６を取り付ける。そして、素電池１１，１２のそれぞれに対して、樹脂テープ
１８，１９を貼付する。なお、図４では、素電池１２に添付の樹脂テープ１８，１９につ
いては、図示を省略している。
【００４０】
　図４に示すように、素電池１１の負極タブ１１ｂと素電池１１に接合されたブレーカ素
子１６の素子リード１６ｃ、素電池１２の負極タブ１２ｂと素電池１２に接合されたブレ
ーカ素子１６の素子リード１６ｃを、回路基板１３の導電ランド（図示を省略する）に対
して接続する。回路基板１３の導電ランドへのリード１６ｃおよびタブ１１ｂ，１２ｂの
接続には、例えば、ダイレクトスポット溶接が用いられる。
【００４１】
　回路基板１３には、複数の電子チップが実装されているとともに、Ｘ軸方向上向きに外
部コネクタ１４が延出されている。
　次に、素電池１１，１２の外装体の主面に樹脂テープ１７を貼付する。これにより、コ
アパック１０が完成する。なお、コアパック１０の必要箇所に対しては、接着剤を塗布す
る（図示を省略）。
【００４２】
　次に、図５に示すように、上記のように熱成形により形成した上ケース２０に対し、そ
の側壁２０ｂ～２０ｅの開口端辺２０ｇに対し、接着剤を塗布し接着層２２を形成する。
その後、図１に示すように、内部にコアパック１０を収容した状態で、上ケース２０と下
ケース２１とを嵌合させ、上ケース２０の主面２０ａにラベル３０を添付してパック電池
１が完成する。
【００４３】
　なお、上ケース２０と下ケース２１との嵌合は、係止爪２１ｆと係止孔２０ｆとの係止
と、接着層２２の介在とによる。また、回路基板１３から延出する外部コネクタ１４は、
図５に示す上ケース２０の延出口２０ｈを通り外部に延出される。
　［実施の形態２］
　１．パック電池２の構成
　本発明の実施の形態２に係るパック電池２の構成について、図６および図７を用い説明
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する。図６は、パック電池２の構成を示す模式展開斜視図であり、図７は、パック電池２
の製造過程のうち、コアパック４０をケース６０で包装する工程を示す。
【００４４】
　図６に示すように、パック電池２は、上ケース部６０ａと下ケース部６０ｂとが一体形
成されてなるケース６０の内部空間に、コアパック４０が収納されてなる。コアパック４
０は、６本の素電池４１～４６と、回路基板４８とを主な要素として有し構成されている
。６本の素電池４１～４６は、互いに同一の外観形状を有する円筒形二次電池であって、
互いの間がリード板４７により接続されている。一例として、本実施の形態では、６本の
素電池４１～４６は、２並３直の形態を以って接続されている。
【００４５】
　回路基板４８には、Ｙ軸方向左手前側の主面に設けられた導電ランド（図示を省略）に
対し、複数のリード線４９が接続されており、リード線４９の先端には外部コネクタ５０
が接続されている。
　なお、本実施の形態に係るパック電池２においても、回路基板４８に回路を構成する電
子部品が実装され、また、素電池４１～４６と回路基板４８との間にブレーカ素子が介挿
されているが、図６などでは、その図示を省略している。また、ケース６０の外面には、
使用上の注意やリサイクルに関する情報などが記載されたラベルが貼着されている（図示
を省略）。
【００４６】
　ケース６０においては、上ケース部６０ａのＹ軸方向奥側の側壁の一部が切り欠かれて
おり（切り欠き部６０ｃ）、同様に、下ケース部６０ｂのＹ軸方向手前側の側壁の一部が
切り欠かれている（切り欠き部６０ｄ）。これら切り欠き部６０ｃ，６０ｄは、互いに位
置が対応しており、内部空間に収容されたコアパック４０に対して、リード線４９の外部
への延出のためのものである。
【００４７】
　図７に示すように、パック電池２は、下ケース部６０ｂの内側にコアパック４０を収納
した状態で、上ケース部６０ａと下ケース部６０ｂとの間の境界線を折線として矢印のよ
うに上ケース部６０ａを折り返し、互いの突き合わせ端縁同士を接合することで完成する
。
　なお、上ケース部６０ａと下ケース部６０ｂとの接合は、例えば、ＰＰ（ポリプロピレ
ン）テープ（図示を省略）などの樹脂テープを用い互いの突き合わせ縁同士を張り合わせ
ることでなされる。ただし、上ケース部６０ａと下ケース部６０ｂとの接合形態は、これ
に限定されず、例えば、接着剤を用いてもよいし、熱溶着法や超音波溶着法を用いてもよ
い。このような接合形態を採用する場合には、上ケース部６０ａと下ケース部６０ｂとの
接合部分をテープやラベルなどで覆い、外観品質を向上させることもできる。
【００４８】
　２．ケース６０の構成
　本実施の形態に係るパック電池２で採用するケース６０の構成について、図８を用い説
明する。
　図８（ａ）に示すように、本実施の形態に係るパック電池２のケース６０は、上ケース
部６０ａおよび下ケース部６０ｂが、ともに浅皿形状をしており、各々の凹部６０ｆ，６
０ｇは、コアパック４０の厚みに合致するようになっている。図８（ｂ）に示すように、
上ケース部６０ａと下ケース部６０ｂとは、ブリッジ部６０ｅにより連結された状態で、
一体形成されている。下ケース部６０ｂへの上ケース部６０ａの折り曲げ（図７を参照）
は、ブリッジ部６０ｅを用いて行われる。
【００４９】
　なお、図８（ｂ）に示すように、本実施の形態においては、上ケース部６０ａの深さ（
Ｚ軸方向の深さ）が、下ケース部６０ｂに比べて深い構成としたが、必ずしもこれに限定
されるものではない。例えば、上ケース部と下ケース部の深さを同一とすることもできる
し、下ケース部の方が上ケース部よりも深いという構成を採用することもできる。
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　本実施の形態に係るパック電池２のケース６０についても、熱可塑性の樹脂シートを用
い、これを真空成型などの熱成形を行い形成するものである。ただし、上記実施の形態１
では、上ケース２０と下ケース２１とを別部材として準備し、上ケース２０について熱成
形により形成したものとした。
【００５０】
　これに対して、本実施の形態では、ケース６０について、上ケース部６０ａおよび下ケ
ース部６０ｂを一体に形成してなるものとしている。そして、ケース６０の形成において
、熱形成を行うものである。よって、本実施の形態に係るパック電池２では、その製造に
おいて、ケース６０を一体成型品とすることで、部品点数の削減を行うことができ、部品
管理などを含め製造コストの低減を図ることが可能である。なお、本実施の形態に係るパ
ック電池２でも、ケース６０の形成に熱成形を採用しているので、上記と同様の効果を得
ることができる。
【００５１】
　ここで、本実施の形態においては、ケース６０の形成に際し、一例としてポリカーボネ
ート（ＰＣ）からなる樹脂シートを用いているが、これ以外に、熱可塑性を有する樹脂シ
ートであれば採用することができる。具体的には、上記同様に、ポリエチレン（ＰＥ）、
ポリプロピレン（ＰＰ）、塩化ビニル（ＰＶＣ）、ポリスチレン（ＰＳ）、ポリ（アクリ
ロニトリル・ブタジエン・スチレン）（ＡＢＳ）、ポリメチルメタアクリレート（ＰＭＭ
Ａ）、ポリ（アクリロニトリル・エチレンポリプロピレンゴム・スチレン）（ＡＥＳ）、
非晶質ポリエチレンテレフタレート（Ａ－ＰＥＴ）、さらには、これらの共重合、ポリマ
ーアロイ、変性樹脂などを採用することができる。また、ポリサルフォン（ＰＳＦ）、ポ
リエーテルイミド（ＰＥＩ）、ポリエーテルケトン（ＰＥＥＫ）などを採用することもで
きる。
【００５２】
　樹脂シートを原材料としたケース６０の形成方法については、上記実施の形態１と同様
であるので、説明を省略する。
　［その他の事項］
　上記実施の形態１に係るパック電池１では、上ケース２０について熱成形により形成し
、下ケース２１についてはインジェクション成形により形成することとしたが、下ケース
についても熱成形により形成することとしてもよい。ただし、下ケースについても熱成形
により形成する場合には、上ケースとの係止のための係止爪を設けることが困難となるた
め、上ケースと下ケースとの嵌合方法を適宜変更する必要がある。例えば、接着剤による
嵌合だけを用いることとする必要が生じる。
【００５３】
　また、上記実施の形態１では上ケース２０の形成に真空成型を用いることとし、上記実
施の形態２ではケース６０全体の形成に真空成型を用いることとしたが、これ以外に圧空
成形、プレス成形、あるいはフリーブロー成形などを用いることもできる。圧空成形は、
樹脂シートを加熱して軟化させ、当該状態で、樹脂シートを下側の成形型と上側の圧空ボ
ックスとで挟み込み、圧空ボックス内に圧縮空気を送り込んで樹脂シートを成形型に密着
させることで、上ケースを形成するものである。このような方法を用いる場合には、イン
ジェクション成形を用いた場合に近いシャープな表面形状を実現することができる。また
、ケースの肉厚の均一性を確保するという観点から優れている。
【００５４】
　プレス成形は、樹脂シートを加熱して軟化させ、当該状態で、樹脂シートに対して成形
型を押圧することで、ケースを形成するものである。プレス成形を用いる場合には、肉厚
のバラツキを抑えることができる。
　フリーブロー成形は、樹脂シートを加熱して軟化させ、当該状態で、樹脂シートの一方
の主面側に空気をブローすることでケースを形成するものである。
【００５５】
　また、上記実施の形態１では上ケース２０を形成するために、上記実施の形態２ではケ
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ース６０を形成するために、ポリカーボネート製の樹脂シート２００を用いたが、樹脂シ
ート２００を構成する材料は熱可塑性のものであれば、これに限定されるものではない。
例えば、上述のように、ポリエチレン（ＰＥ）、ポリプロピレン（ＰＰ）、塩化ビニル（
ＰＶＣ）、ポリスチレン（ＰＳ）、ポリ（アクリロニトリル・ブタジエン・スチレン）（
ＡＢＳ）、ポリメチルメタアクリレート（ＰＭＭＡ）、ポリ（アクリロニトリル・エチレ
ンポリプロピレンゴム・スチレン）（ＡＥＳ）、非晶質ポリエチレンテレフタレート（Ａ
－ＰＥＴ）、さらには、これらの共重合、ポリマーアロイ、変性樹脂、あるいはポリサル
フォン（ＰＳＦ）、ポリエーテルイミド（ＰＥＩ）、ポリエーテルケトン（ＰＥＥＫ）な
どを採用することもできる。
【００５６】
　また、上記実施の形態１では２つの素電池１１，１２を備えるパック電池１を一例とし
、上記実施の形態２では６本の素電池４１～４６を備えるパック電池２を一例としたが、
収納される素電池の数については、これらに限定されるものではない。例えば、１つの素
電池を収納するパック電池であってもよいし、３～５つ、あるいは７つ以上の素電池を収
納するパック電池であってもよい。また、上記実施の形態１では、素電池１１，１２に対
して回路基板１３が取り付けられてなるコアパック１０を上ケース２０と下ケース２１と
で構成される内部空間に収納することとしたが、素電池の種類などによっては、回路基板
を取り付けることなく、素電池のみをケースの内部空間に収納することもできる。例えば
、素電池としてニッケル水素電池やニッケルカドミウム電池などを採用する場合などでは
、このような形態を採用することができる。
【００５７】
　また、上記実施の形態１では素電池１１，１２が扁平角形の外観形状を有することとし
、上記実施の形態２では素電池４１～４６が円筒形の外観形状を有することとしたが、素
電池の外観形状については、これに限定されるものではない。例えば、コイン形、あるい
はガム型などとすることもできる。
　また、素電池１１，１２について、外装体の材質などについて特に言及をしていないが
、金属ラミネートからなる外装体を採用することが薄肉化・軽量化・低コスト化などの観
点から望ましい。ただし、それ以外にも、金属製の外装体や樹脂製の外装体などを採用す
ることも可能である。
【００５８】
　また、上記実施の形態１では、上ケース２０と下ケース２１との嵌合に際し、係止爪２
１ｆと係止孔２０ｆとの係止と、接着層２２の介在とを併用する構成としたが、ケース同
士の接合方法は、これに限定されるものではない。例えば、接着剤やＰＰテープを用いた
接合以外にも、熱溶着（熱圧着）法により接合する形態、超音波を印加することで接合す
る形態、さらには、係止爪と係止孔との係止だけで接合する形態、さらには、これらの組
み合わせでの接合形態なども採用することができる。
【００５９】
　また、上記実施の形態１では、上ケース２０および下ケース２１がともに浅皿形状を有
することとしたが、本発明は、これに限定されない。例えば、上ケースおよび下ケースの
一方、あるいは、上ケースおよび下ケースの両方が、深さの深い有底筒状とすることもで
きる。この場合にも、ケースの肉厚を薄くすることにより、その分だけ電力貯蔵に寄与し
ない部分の薄肉化・軽量化を図ることができ、また、材料費を削減することができる。
【００６０】
　また、上記実施の形態１では、素電池１１と素電池１２とを互いの幅方向に並設した形
態を一例として採用したが、素電池の配置形態についてはこれに限定を受けるものではな
い。例えば、図１のＺ軸方向に素電池を積み上げた形態を採用してもよいし、Ｘ軸方向に
向けて複数の素電池を直列状に配置してもよい。さらに、これらを相互に組み合わせた配
置形態を採用することもできる。上記実施の形態２における素電池４１～４６の接続形態
および配置形態についても、同様に、種々のバリエーション構成を採用することができる
。
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【産業上の利用可能性】
【００６１】
　本発明は、携帯電話機やタブレット型パーソナルコンピュータなどの電源として用いら
れ、小型化・軽量化・低コスト化の要望が強いパック電池を実現するのに有用である。
【符号の説明】
【００６２】
　　１，２．パック電池
　１０，４０．コアパック
　１１，１２，４１～４７．素電池
　１３，４８．回路基板
　１４，５０．外部コネクタ
　１５．絶縁シート
　１６．ブレーカ素子
　１７，１８，１９．樹脂テープ
　２０．上ケース
　２１．下ケース
　２２．接着層
　３０．ラベル
　４７．リード板
　４９．リード線
　６０．ケース
　６０ａ．上ケース部
　６０ｂ．下ケース部
　６０ｅ．ブリッジ部
２００．樹脂シート
２０１．上ケース中間体
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